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No 区分 質問内容 回答

1 対象経費
対象外のものを含めてまとめてポイントを使って購
入したが、補助対象額はどう考えればよいか。

補助対象となっている商品にポイントを使っている場合は、そ
のポイントを控除した金額を「経費明細書（様式３号）」に計
上してください。
複数の商品を購入している場合でも、補助対象外の商品にポイ
ントを使っている、ということであれば特に控除する必要はあ
りません。

2 対象経費
１０万円に達するまで、複数回応募することは可能
か。

１法人又は１個人事業主ごとに１回のみ申請ができることと
なっているため、補助金額が１０万円に満たない場合でも、２
回、３回と申請はできません。

3 対象経費
パーテーションや棚等を自作したいが対象となる
か。

子育て支援となる設備に用いる材料費は、対象となります。な
お、成果物の写真を添付ください。
ただし、自作に必要な工具は、汎用性が高く、目的外で使用が
可能であるため対象となりません。

4 対象経費 各種送料は対象となるのか。

従業員の子育て支援に必要な物品の送料として使われたことが
送付伝票の写し等からわかれば、対象経費となります。
ただし、送付物に対象外の商品が含まれる場合は、送料全額は
対象とならない場合があります。

5 対象経費 リース代は対象になるのか。

令和７年4月1日～令和８年２月２８日までの期間の代金は、対
象とします。ただし、パソコンやスマートフォン、タブレット
についてはリースやレンタルであっても対象となりません。

6 対象経費
昨年度購入・納品があり、代金を支払ったのは今年
度だったが、補助対象になるか。

助成対象となるのは「支払い及び納品が令和７年４月１日～令
和８年２月２８日までのもの」なので、納品が昨年度というこ
とであれば、対象になりません。

7 対象経費 申請書類のコピー代は対象となるのか。

助成金の申請に係る費用は、対象となりません。

8 対象経費 どういったものが補助対象となるのか。

（１）従業員の育児・家事負担の軽減に要する経費
　　例）従業員が家事代行サービスを使用した際、費用の一部
を負担
（２）子育てに優しい職場環境づくりの推進・整備に要する経
費
　　例）育児スペースに設置する備品や消耗品の購入（絵本、
こども用の椅子や机、パーテーション等）
（３）保育施設等利用支援に要する経費
　　例）従業員が病児保育を利用する際、事業者が費用の一部
を負担
　　　　従業員の子どもが学校から放課後児童クラブや習い事
への送迎にタクシーを利用する際、事業者が費用の一部を負担
⇒従業員の費用負担軽減のために行う補助は対象。

9 対象経費 どういったものが補助対象とならないのか。

・従業員の子育て支援に関連がないもの
　例）社内旅行
・金銭給付等により個人の負担を直接的に軽減する費用
　例）出産祝金、独自の児童手当、各種商品券の配布
・汎用性が高く、目的外で使用が可能なもの
　例）パソコン、スマートフォン、タブレット 等

10 対象経費
子育てのためのテレワーク用パソコン、モニター等
は対象になるのか。

汎用性が高く、目的外で広く使用が可能であるため、パソコン
のほか、スマホ、タブレットは対象外となります。
　一方、モニター、webカメラ、ヘッドフォン、zoomの使用料
などは、対象となります。

11 対象経費
子育てと仕事の両立について外部講師を招いて従業
員向けに研修会を開いたが、この場合の経費は対象
になるのか。

研修会の目的が子育てに優しい職場環境づくりの推進に資する
ものであり、従業員向けのものであれば対象となります（講師
謝金、旅費等）。

12 対象経費

従業員の育児サービスも含め、従業員の福利厚生を
パッケージでサポートする外部福利厚生サービスを
企業として契約している。この場合の利用料は対象
となるのか。

当該利用料が、育児サービスだけでなくその他のサービス（ス
ポーツクラブ利用、健康増進等）を含んでいる場合は対象とな
りません。

13 対象経費

協力関係にある他法人運営の認可外保育施設へ、自
社社員の子どもが通園している。その際に協力負担
金を支払っているが、この負担金は対象となるの
か。

保育施設等利用支援に要する経費として、対象となります。た
だし、当該保育施設への支払い状況のわかる資料の添付が必要
です。

14 対象経費
小学校就学前の子を養育する社員に、一律で育児手
当を支給している。この場合の経費は対象となるの
か。

一律に金銭給付により個人の負担を軽減している場合は対象と
なりません。一律に支給するのではなく、保育料や放課後児童
クラブ利用料を負担している保護者に対し、その補填として手
当を支給している場合は対象となります。
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15 対象経費
育休者のマネジメントについての社内セミナーを開
催するが、この場合の講師謝金や旅費は対象となる
のか。

子育てに優しい職場環境づくりの推進に要する経費として対象
となります。

16 対象経費
従業員の子だけを預かる認可外保育施設をもってい
る。この施設の経費は助成金の対象となるのか。

補助対象となる経費の中に国、県または市町村の他の補助金等
の交付を受けている場合は対象外となります。（誓約書「1」の
事項に該当します。）

17 対象経費
近日採用する従業員について保育料の補助を検討し
ているが、初めての事例であり就業規則に定めがな
い。この場合の経費は助成金の対象となるのか。

従業員の福利厚生として取り組んでいる事業については、社内
規程の写しや社報の写し等、当該事業を実施していることがわ
かる資料を添付いただいています。そのような資料がない場合
は、①当該事業を行うことになった経緯（初めて対象となる従
業員が入社したため　等）、②今後の方針（好評だった場合
は、今後規程の中に盛り込む予定　等）についての理由書を添
付の上で申請をしてください。

18 対象経費

保育施設等利用支援に要する経費として、例として
「職場復帰する従業員に対し保育料の一部を負担す
る場合」が挙げられているが、職場復帰する従業員
に限らず助成金の対象となるのか。

職場復帰する従業員に限らず、一般の職員でも助成金の対象と
なります。


